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診療報酬概要



● 遠隔医療　　

● オンライン診療

● オンライン受診勧奨　　 

遠隔医療のうち、医師－患者間において、情報通信機器を通して、患者の診察及び診断を行い診断結果
の伝達や処方等の診療行為を、リアルタイムにより行う行為。

情報通信機器を活用した健康増進、医療に関する行為。

指針に用いられる用語の定義と指針の対象

遠隔医療のうち、医師－患者間において、情報通信機器を通して患者の診察を行い、  医療機関への受診
勧奨をリアルタイムにより行う行為であり、患者からの症状の訴えや、問診などの心身の状態の情報収集
に基づき、疑われる疾患等を判断して、疾患名を列挙し受診すべき適切な診療科を選択するなど、患者個
人の心身の状態に応じた必要な最低限の医学的判断を伴う受診勧奨

「情報通信機器を用いた診察」とは

2018年診療報酬改定時に、「対面診療と、リアルタイムでの画像を
介したコミュニケーション（ビデオ通話）が可能な情報通信機器を活
用した診察（以下  「オンライン診察」という。）」と記載があり、 診療報
酬上の「情報通信機器を用いた診察」という表現は、「オンライン診
療」を指すものと考えられる 。

オンライン診療の適切な実施に関する指針　平成30年3月（令和４年１月一部改訂）https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf

オンライン診療とは

https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf


4オンライン診療を取り巻く制度変遷

令和2年に、コロナ特例措置として初診が解禁された。（いわゆる 0410対応）

令和5年4月26日現在、「令和4年度診療報酬」と「0410対応」という2つのルールが存在している

※0410対応では、例外的に電話でのオンライン診療が認められている



5令和4年度診療報酬と0410対応の整理概要

概要 手続き

令和4年度診療報酬
・0410に比較して高めに設定
・電話を含まず

・基本診療料に関する届け出が必要
・毎年7月に年間の診療実績件数を報告する必要がある

0410対応 ・電話でも算定可能
・都道府県への届け出が必要
・初診を行った際には都道府県に毎月の報告が必要

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取り扱いについて（その67）をもとに、

当社にて関東信越厚生局　東京事務所に解釈の照会を実施

令和4年度診療報酬における基本診療料の届け出をした医療機関において
● 情報通信機器を用いた診療を行った場合、令和4年度診療報酬に基づき算定
● 電話を用いた診療を行った場合、0410対応に基づき算定

令和4年度診療報酬における基本診療料の届け出をしていない医療機関において
● 情報通信機器/電話いずれの場合であっても0410対応に基づき算定

0410対応は時限的な対応のため、基本的には令和4年度診療報酬の届け出を行う事が推奨されている。



60410対応の終了について

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う 医療提供体制の移行及び公費支援の具

体的内容について（令和5年3月17日）

令和5年3月31日事務連絡において、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが令和5年5月8日に変更される
事に伴い、同日を以って0410対応を廃止する旨が通知された。また、
経過措置として令和5年7月31日までの特例が出された。

電話を用いた初診及び定期受診は0410対応および7/31までの特例において認められているため、8/1以降は
情報通信機器を活用した診療が求められる

特例ではなく、通常の診療報酬制度にのっとった体制確立が求められる



70410対応および特例終了後のオンライン診療について

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更に伴う 医療提供体制の移行及び公費支援の具

体的内容について（令和5年3月17日）

初診 再診
（定期受診 /一般的な再診）

電話等再診
（患家の求めに応じた臨時）

情報通信機器 〇 〇 〇

電話 × × 〇

● 非対面診療はオンライン診療（情報通信機器）を用いたシステムに集約されていく
○ オンライン診療システムや汎用サービス（医療用ではないテレビ通話システム等）

● 電話は、患者の求めに対応した場合のみ算定可能
○ 患者又はその看護に当たっている者から電話等によって治療上の意見を求められて指示をした場合において

も、再診料を算定することができる。



88

● 情報通信機器を用いた初診実施が恒久的に認められた

　　- 初診は原則かかりつけの医師が行う

　　- 「かかりつけの医師」以外が行う場合は以下の条件を満たす必要がある

　　　 - 医学的情報が十分に把握でき、患者の症状と合わせて医師が可能と判断した場合

　　　 - 医学的情報を十分に把握するために、 診療前相談を行う場合

● 対面診療288点に対し、情報通信機器を用いた場合に 251点が算定可能

初診の新設

● 200床未満の医療機関においては、 対面診療と同一の 73点が

算定可能

● 200床以上の医療機関においては、対面の外来診療料 74点に

対して73点が算定可能

● 「特定の管理料を 3か月行った場合に算定可能」「 3か月連続して

算定できない」といった要件が外れた

再診の評価見直し・要件緩和

● 公益裁定により、ガイドラインの適切な運用を

前提として、令和2年疑義照会にて発出された

「30分程度で通院・訪問できる距離」という

時間・距離に関する制限は要件から外れた

距離・時間の緩和

参考資料：医科診療報酬点数表（https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000894873.pdf）
　　　　　オンライン診療の適切な実施に関する指針　平成30年3月（令和４年１月一部改訂）https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf

令和4年診療報酬改定の主な内容

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000894873.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf
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在宅診療の評価見直し

● 令和2年の診療報酬改定では、月1回訪問診療を行っている場合に、追加で情報通信機器を用いた診療を行っ
た場合に100点が算定可能という評価であったが、訪問診療と情報通信機器を用いた診療を組み合わせた場合
の在宅時医学総合管理料が新設され、最大で3029点が算定可能になった

医学管理料の評価見直し・要件緩和

● これまで、特定疾患療養管理料など、一部の管理料のみ算定可能であったが、対象管理料が大幅に増えた
● 令和2年診療報酬改定時には対面時の点数問わず100点であったが、対面診療の点数に応じた点数が情報通信機器

を用いた場合に算定できるようになった

参考資料：医科診療報酬点数表（ https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000894873.pdf）
　　　　　オンライン診療の適切な実施に関する指針　平成 30年3月（令和４年１月一部改訂 https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000894873.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000889114.pdf


10医学管理料の見直し（従来から算定可能であったもの） 複数の点数設定がある場合は、最も点数が高くなるケースを記載。

管理料名
情報通信機器

概ね、対面時の87％程度
参考）対面との比較

特定疾患療養管理料 診療所の場合　196点 診療所の場合　225点

小児科療養指導料 235点 270点

てんかん指導料 218点 250点

難病外来指導管理料 235点 270点

糖尿病透析予防指導管理料 305点 350点

地域包括診療料 算定不可 1660点

認知症地域包括診療料 算定不可 1681点

生活習慣病管理料 算定不可 1280点

外来栄養食事指導料 イ 外来栄養食事指導料１
（１） 初回
① 対面で行った場合 260点 （新設）
（２） ２回目以降
① 対面で行った場合200点
ロ 外来栄養食事指導料２
（１） 初回
① 対面で行った場合 250点 （新設）
（２） ２回目以降 
① 対面で行った場合 190点 （新設）

イ 外来栄養食事指導料１
（１） 初回
② 情報通信機器等を用いた場合 235点 （新設）
（２） ２回目以降
② 情報通信機器等を用いた場合 180点
ロ 外来栄養食事指導料２
（１） 初回
② 情報通信機器等を用いた場合 225点 （新設）
（２） ２回目以降 
② 情報通信機器等を用いた場合 170点

従来は100点で算定できていた管理料

従来から評価が見直された管理料



11医学管理料の見直し（情報通信機器での点数が新設されたもの） 複数の点数設定がある場合は、最も点数が高くなるケースを記載

管理料名 情報通信機器 参考）対面との比較（割合％）

ウイルス疾患指導料 ロ：287点 ロ：330点（86.9）

皮膚科特定疾患指導管理料 Ⅰ：218点 Ⅰ：250点（87.2）

小児悪性腫瘍患者指導管理料 479点 550点（87）

がん性疼痛緩和指導管理料 174点 200点（87）

がん患者指導管理料 435点 500点（87）

外来緩和ケア管理料 252点 290点（86.8）

移植後患者指導管理料 イ 臓器移植後の場合　261点 イ 臓器移植後の場合　300点（87）

腎代替療法指導管理料 435点 500点（87）

乳幼児育児栄養指導料 113点 130点（86.9）

療養・就労両立支援指導料 初回　696点　2回目以降　348点 初回　800点　2回目以降　400点（87）

がん治療連携計画策定料２ 261点 300点（87）

外来がん患者在宅連携指導料 435点 500点（87）

肝炎インターフェロン治療計画料 609点 700点（87）

薬剤総合評価調整管理料 218点 250点（87.2）



12補足）サービス利用料の徴収について

平成30年度診療報酬改定

○ オンライン診療を、「テレビ電話を用いた診察」と定義

○ 「当該診察を行う際の情報通信機器の運用に要する費用については、療養の給付と直接関係ないサービス等の費用として別途徴収で

きる」と明記

○ 疑義解釈において、「電話等による再診や、オンライン診察における、 電話やテレビ画像等の送受信に係る費用（通話料等）は、療養の

給付と直接関係ないサービス等の費用として、社会通念上妥当適切な額の実費を  別途徴収できるが、これは、「オンライン診療料」の

算定における、計画的な医学管理のための予約  や受診等に係る総合的なシステムの利用に要する費用（システム利用料）とは異なる

ものであり、電話等による再診においてシステム利用料を徴収することはできない 」と明言

電話等再診→通話料が徴収可能、オンライン診療 →システム利用料が徴収可能

令和2年度診療報酬改定

● 2018年と同様に、「当該診察を行う際の情報通信機器の運用に要する費用については、療養の給付と直接関係ないサービス等の費用

として別途徴収できる」とあり

0410対応

● 電話等再診による算定（つまり、通話料は徴収可能だが、システム利用料は徴収不可）

令和4年度診療報酬改定

● 2018年と同様に、「当該診察を行う際の情報通信機器の運用に要する費用については、療養の給付と直接関係ないサービス等の費用

として別途徴収できる」とあり



算定シミュレーションのご紹介



14外来のケース①

● 初診
● アレルギー性鼻炎

対面診療 オンライン診療
0410対応又は7/31特例
※0410は5/7で終了
※特例は7/31で終了

初診料 288 251 214

乳幼児加算 〇 〇 〇

休日/時間外/深夜/夜間早朝加算
（小児科標榜時を含む）

〇 〇 〇

機能強化加算 〇 〇 -

外来感染対策向上加算 〇 〇 -

連携強化加算 〇 〇 -

サーベイランス強化加算 〇 〇 -

システム利用料（自費請求） - 任意の金額を請求可能 -



15関連する事務連絡掲載箇所

● 令和4年度診療報酬改定
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907834.pdf

● 0410対応
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000620865.pdf

● 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その20） 
○ 0410対応における、算定可能な加算について

https://www.mhlw.go.jp/content/000635978.pdf

● 0410対応廃止および7/31経過措置について
https://www.mhlw.go.jp/content/001083715.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907834.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000620865.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000635978.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001083715.pdf


16外来のケース②

対面診療 オンライン診療
0410対応又は7/31特例
※0410は5/7で終了
※特例は7/31で終了

再診料（外来診療料） 73（74） 73（73） 73（74）

特定疾患療養管理料等（オンライン診療の対象管理料の場合）
225

（管理料毎に異なる）
196

（管理料毎に異なる）
147

（一律。もともと対面で算定していた場合）

乳幼児加算 〇 〇 〇

休日/時間外/深夜/夜間早朝加算（小児科標榜時を含む） 〇 〇 〇

外来管理加算 〇 ‐ ‐

明細書発行体制等加算 〇 〇 〇

地域包括診療加算・認知症地域包括診療加算 〇 〇 ‐

外来感染対策向上加算 〇 〇 ‐

連携強化加算 〇 〇 ‐

サーベイランス強化加算 〇 〇 ‐

システム利用料（自費請求） - 任意の金額を請求可能 -

● 再診
● 糖尿病

※加算については、一部再診料のみで算定可能であり、外来診療料では算定できない項目がある。（対面診療と同じ基準）



17関連する事務連絡掲載箇所

● 令和4年度診療報酬改定
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907834.pdf

● 0410対応
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000620865.pdf

● 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その20）
○ 0410対応における、算定可能な加算について

https://www.mhlw.go.jp/content/000635978.pdf

●  0410対応廃止および7/31経過措置について
https://www.mhlw.go.jp/content/001083715.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000907834.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/000620865.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000635978.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001083715.pdf


18外来のケース③

● 再診
● 遠隔モニタリング対象疾患（CPAP等）

※以下表において、通常の初診時に算定する加算は割愛し（算定は可能）、コロナに関する加算情報のみ記す

対面診療
オンライン

診療
0410対応

※5/7で終了
7/31特例

※7/31で終了

再診料（外来診療料） 73 × 73 ×

在宅療養指導管理料 〇 × 〇 ×

機器加算 〇 〇 〇 〇

遠隔モニタリング加算 × 〇 × 〇



19補足）在宅療養指導管理料と遠隔モニタリング加算（CPAPの例）

対面のみ 9月 10月 11月 12月

再診料 73 73 73 73

在宅療養指導管理料 250 250 250 250

材料・機器加算 1000 1000 1000 1000

遠隔モニタリング加算 × × × ×

遠隔モニタリング活用時 9月
（対面）

10月
（オンライン・電話可）
※請求は対面受診月

11月
（オンライン・電話可）
※請求は対面受診月

12月
（対面）

再診料 73 ‐ ‐ 73

在宅療養指導管理料 250 ‐ ‐ 250

機器加算 1000 1000 1000 1000

遠隔モニタリング加算 ‐ 150 150 ‐

※：指導管理料 2、機器加算は 2の場合で試算

各々の算定基準は原文を確認のこと



20関連する事務連絡掲載箇所

● 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その５） 
○ 0410対応時に在宅療養指導管理料が算定可能となる根拠

https://www.mhlw.go.jp/content/000609551.pdf

● 在宅療養指導管理料　一覧
○ 退院前在宅療養指導管理料
○ 在宅自己注射指導管理料
○ 在宅小児低血糖症患者指導管理料 
○ 在宅妊娠糖尿病患者指導管理料 
○ 在宅自己腹膜灌流指導管理料 
○ 在宅血液透析指導管理料
○ 在宅酸素療法指導管理料
○ 在宅中心静脈栄養法指導管理料
○ 在宅中心静脈栄養法指導管理料 
○ 在宅小児経管栄養法指導管理料 
○ 在宅半固形栄養経管栄養法指導管理料 
○ 在宅自己導尿指導管理料 
○ 在宅人工呼吸指導管理料
○ 在宅経腸投薬指導管理料
○ 在宅腫瘍治療電場療法指導管理料
○ 在宅経肛門的自己洗腸指導管理料  

○ 在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料
○ 在宅ハイフローセラピー指導管理料
○ 在宅悪性腫瘍等患者指導管理料
○ 在宅悪性腫瘍患者共同指導管理料
○ 在宅寝たきり患者処置指導管理料 
○ 在宅自己疼痛管理指導管理料
○ 在宅振戦等刺激装置治療指導管理料 
○ 在宅迷走神経電気刺激治療指導管理料 
○ 在宅仙骨神経刺激療法指導管理料 
○ 在宅舌下神経電気刺激療法指導管理料
○ 在宅肺高血圧症患者指導管理料
○ 在宅気管切開患者指導管理料
○ 在宅喉頭摘出患者指導管理料
○ 在宅難治性皮膚疾患処置指導管理料
○ 在宅植込型補助人工心臓（非拍動流型）指導管理料
○ 在宅中耳加圧療法指導管理料
○ 在宅抗菌薬吸入療法指導管理料

https://www.mhlw.go.jp/content/000609551.pdf


21在宅のケース①

● もともと、月2回以上の訪問診療を行っており、そのうち1回以上を情報通信機器を用いた診療を行っている場
合

※下記点数は、在宅療養支援診療所であって病床がない場合の単一建物診療患者が一人のケース

1訪問1オンライン 2訪問 1訪問

在宅時医学総合管理料
（情報通信機器の時）

2879点 4000点 1500点

訪問診療料 888点 888×2点 888点



22在宅のケース②

● 月１回訪問診療等を行っている場合であって、２月に１回に限り情報通信機器 を用いた診療を行っている場
合

※下記点数は、在宅療養支援診療所であって病床がない場合の単一建物診療患者が一人のケース

10月 11月 12月

診療形態
オンライン 対面 オンライン

在宅時医学総合管理料
（情報通信機器の時）

1015点 1015点 1015点

訪問診療料 ‐ 888点 ‐



23補足



24
Appendix）
0410対応後の7/31経過措置で認められているその他の点数（上記にて説明していないものを記載）



オンライン診療ガイドライン

必要な届け出・報告等

（令和5年3月改訂)



26オンライン診療（電話等再診）を行う際の事前準備

受講には「オンライン診療研修実施概要」で検索

もともとガイドラインで受講について記載あり、 0410対応時にコロナ禍においては研修

免除の記載があったが、令和 2年8月に改めて受講を指示した
研修

新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療等の  時限的・特例的な取扱いに関する

留意事項等について（令和 2年8月26日）



27オンライン診療（電話等再診）を行う際の事前準備

受講には「オンライン診療研修実施概要」で検索

研修



28オンライン診療（電話等再診）を行う際の事前準備

● 計画書は必ずしも患者に文書で伝える必要はない

● 診療録への記載は必要
診療計画

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」に関するＱ＆Ａ（令和 5年3月30日）



29オンライン診療（電話等再診）を行う際の事前準備

● オンライン診療に関する留意事項の説明がなされた文書等を用いて患者がオン

ライン診療を希望  する旨を書面（電子データを含む。）において署名等（カルテ

への記載等を含む。）をしてもらうことが必要

患者合意

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」に関するＱ＆Ａ（令和 5年3月30日）



30オンライン診療（電話等再診）を行う際の事前準備

● 令和4年診療報酬の算定を行う場合には、地方厚生局への届け出（様式 1、別添

7）が必要
届出

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」に関するＱ＆Ａ（令和 5年3月30日）



31補足）0410対応時に求められている報告について

● 初診から電話・情報通信機器を用いた診療を行う場合、所在地の都道府県に毎

月の報告が必要

● Excelファイルは厚生労働省のホームページからダウンロード可能

（ホーム > 政策について  > 分野別の政策一覧  > 健康・医療 > 医療 > オンライ

ン診療に関するホームページ  > II　オンライン診療における関連通知）

報告

新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を用いた診療  等の時限的・特例的な取扱いにおける

初診からの電話や情報通信機器を用いた  診療に係る要件の遵守の徹底及び実施状況の報告について（周知）

※0410対応廃止後の報告については現時点で未定


